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新潟県報道資料

平成 年 月 日2 1 3 1 9
産業労働観光部労政雇用課

平成２０年度新潟県賃金労働時間等実態調査結果をお知らせします

Ⅰ 調査の概要

県内の民間事業所に雇用されている常用労働者の毎年 月分（平成 年度は 月分）の賃金、労7 19 6

働時間等について実施しているものです （※）。

調査対象は、農林水産業を除く全産業に属する常用労働者 人以上を雇用する事業所について、10

平成 年 月 日現在で調査しました。20 7 31
調査対象事業所数は 事業所で、そのうち有効な回答のあった 事業所（有効回答率2,524 1,639

％）について集計しました。64.9

また、集計対象事業所に雇用される常用労働者のうち無作為に抽出した労働者 人（うちパ33,651

ートタイム労働者 人）を集計しました。4,733

（※）平成 年度は中越沖地震の影響を排除するため、 月分の賃金、労働時間等について調査を19 6

実施していることから、前年比較時は留意が必要です。

Ⅱ 調査結果の概要

１ 所定内賃金は 円、対前年比は△ ％（前年 ％ 、額で 円減少しています。252,974 0.7 +1.0 1,877）
男女別では、男性が 円で対前年比は△ ％、女性が 円で対前年比は ％と275,460 1.1 204,034 +0.7
なっています。
規模別では、中小企業が 円で対前年比は△ ％、大企業が 円で対前年比は246,155 0.4 276,930
△ ％となっています。3.1

、 （ ）２ パートタイム労働者の１時間あたりの所定内賃金は 円で 対前年比は ％ 前年 ％897 +1.5 +1.7
となっています。

３ 月間総実労働時間は 時間（所定内 時間、所定外 時間）で、前年（ 月）と比180.0 169.3 10.8 6
べて 時間減少しています。4.3

４ 年間休日総数は 日で、前年（ 月、 日）と比べて 日の増加となっています。106.1 6 105.7 0.4
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１ 労働者構成

1 28,918 19,814 68.5 9,104（ ） 集計対象となった一般労働者は 人で、男女別では男性が 人( ％)、女性が

31.5 22,511 15,822 6,689 6,407人( ％)です。規模別では中小企業が 人(男性 人、女性 人)、大企業が

人(男性 人、女性 人)でその構成比は中小企業が ％、大企業が ％となっていま3,992 2,415 77.8 22.2

す。

（ ） 平均年齢は労働者全体で 歳、男女別では男性が 歳、女性が 歳です。2 41.7 42.2 40.5
規模別では中小企業が 歳（男性 歳、女性 歳 、大企業が 歳（男性 歳、女42.3 42.8 41.5 39.5 40.5）

性 歳）となっています。38.0

（ ） 平均勤続年数は労働者全体で 年、男女別では男性が 年、女性が 年です。3 12.1 12.9 10.5

12.0 12.5 10.7 12.5 14.2また、規模別では中小企業が 年（男性 年、女性 年 、大企業が 年（男性）

年、女性 年）となっています （第 表）9.6 1。

第 表 労働者構成 （単位：人、歳、年）1

規 模 計 中 小 企 業 大 企 業
区 分

対象労働者数 平均年齢 平均勤続年数 対象労働者数 平均年齢 平均勤続年数 対象労働者数 平均年齢 平均勤続年数

28,918 41.7 12.1 22,511 42.3 12.0 6,407 39.5 12.5合 計
19,814 42.2 12.9 15,822 42.8 12.5 3,992 40.5 14.2男 性
9,104 40.5 10.5 6.689 41.5 10.7 2,415 38.0 9.6女 性

２ 所定内賃金

（ ） 労働者全体の所定内賃金は 円で、前年に比べて額で 円、率で ％の減少となって1 252,974 1,877 0.7

います。

第 表 男女別所定内賃金 （単位：円、％）2

所 定 内 賃 金 男 女 間 格 差
区 分 対前年 対前年

年 年 上昇額 上昇率 年 年20 19 20 19

252,974 254,851 1,877 0.7 - -合 計 △ △
275,460 278,556 3,096 1.1 100.0 100.0男 性 △ △
204,034 202,606 1,428 0.7 74.1 72.7女 性

（注）男女間格差とは男性の所定内賃金を とした場合の女性の所定内賃金です。100

2 246,155 276,930 88.9 3（ ） 、 。（規模別では中小企業が 円 大企業が 円で規模間格差は となっています 第
表）

第 表 企業規模別所定内賃金 （単位：円、％）3

中 小 企 業 大 企 業 ( )規模間格差 大企業=100
区 分

年 年 年 年 年 年20 19 20 19 20 19対前年上昇率 対前年上昇率

246,155 247,050 0.4 276,930 285,691 3.1 88.9 86.5合 計 △ △
267,725 270,054 0.9 306,114 316,998 3.4 87.5 85.2男 性 △ △
195,133 191,876 1.7 228,691 235,215 2.8 85.3 81.6女 性 △

（注）規模間格差とは大企業を とした場合の中小企業の割合です。100
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3 327,531 217,283（ ） 産業別では「金融業，保険業」が 円と最も高く 「宿泊業，飲食サービス業」が、

円と最も低くなっています （第 表）。 4

第 表 産業別所定内賃金 （単位：円、％）4

区 分 所定内賃金 業種間格差 区 分 所定内賃金 業種間格差

252,974 100.0 327,531 129.5産 業 計 金融業，保険業

274,326 108.4 217,283 85.9建 設 業 宿泊業，飲食サービス業

238,119 94.1 245,546 97.1製 造 業 生活関連サービス業，娯楽業

270,311 106.9 238,578 94.3情報通信業 医療，福祉

240,606 95.1 257,558 101.8運輸業，郵便業 複合サービス事業

258,965 102.4 233,814 92.4卸売業，小売業 サービス業

（注）業種間格差とは産業計を とした場合の各産業の割合です。100

３ 初任給

新規学卒者の初任給額（産業計、規模計）は次のとおりとなっています （第 表）。 5

第 表 新規学卒者の初任給額 （単位：円、人、％）5

対前年初 任 給
上昇率区 分

ｻﾝﾌﾟﾙ ｻﾝﾌﾟﾙ20 19年 年

152,306 152 153,852 84 1.0
高 校 卒

事務・技術 △

152,467 331 151,418 307 0.7生 産

169,957 213 169,164 168 0.5
専門学校卒

事務・技術

161,615 126 155,843 63 3.7生 産

162,440 118 159,307 112 2.0
短大・高専卒

事務・技術

159,112 17 162,435 22 2.0生 産 △

186,085 314 181,987 251 2.3
大 学 卒

事務・技術

188,356 83 184,182 52 2.3生 産

（注）サンプルが少ないため、参考値として御利用ください。

４ 労働時間

（ ）７月の実労働日数は 日（前年（６月） 日、以下カッコ内同じ）であり、規模別では中小1 22.1 22.5

企業が 日、大企業が 日となっています。22.3 21.5

（ ）７月の総実労働時間数は 時間であり、その内訳は、所定内労働時間 時間、所定外労働2 180.0 169.3

時間 時間となっています （第 表）10.8 6。

第 表 月間労働時間数 （単位：時間）6

平 成 年（７月） 平 成 年（６月）20 19

総 実 所定内 所定外 総 実 所定内 所定外区 分
労働時間 労働時間 労働時間 労働時間 労働時間 労働時間

180.0 169.3 10.8 184.3 173.5 10.7規 模 計
180.9 170.5 10.5 186.0 175.8 10.3中 小 企 業
176.9 165.1 11.8 177.2 164.7 12.5大 企 業
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（ ） １日の所定労働時間の平均は７時間 分（前年７時間 分）であり、規模別では中小企業が3 41 42
時間 分、大企業が 時間 分となっています。7 41 7 43

（ ） 週所定労働時間の平均は 時間 分（前年 時間 分）であり、規模別では中小企業が 時4 38 44 38 51 38

間 分、大企業が 時間 分となっています。50 38 22

( ) 年間所定労働時間の平均は 時間 分（前年 時間 分）であり、規模別では中小企業5 1,988 31 1,986 10
が 時間 分、大企業が 時間 分となっています。2,003 30 1,939 57

５ 休日

（ ） 何らかの形で週休２日制を採用している事業所の割合は ％（前年 ％）です。1 96.0 96.2
また、完全週休２日制を採用している事業所の割合は ％（前年 ％）であり、規模別では56.9 56.7

中小企業が ％、大企業が ％となっています。49.2 81.6

2 106.1 105.7 103.7 114.0（ ） （ ） 、 、年間休日総数は 日 前年 日 であり 規模別では中小企業が 日 大企業が

日となっています。

６ 年次有給休暇

16.4 6.2 37.8 7年次有給休暇の付与日数は 日であり 取得日数は 日 取得率は ％となっています 第、 、 。（

表）

第 表 年次有給休暇の付与・取得状況 （単位：日、％）7

平 成 年 平 成 年20 19
区 分

付与日数 取得日数 取得率 付与日数 取得日数 取得率

16.4 6.2 37.8 16.5 6.0 36.4規 模 計
16.5 6.4 38.8 16.5 6.2 37.6中 小 企 業
16.4 5.6 34.1 16.7 5.7 34.1大 企 業

７ パートタイム労働者の賃金等

（ ） 集計対象となったパートタイム労働者数は 人で、このうち女性が 人と全体の ％1 4,733 3,922 82.9

（前年（６月） ％、以下カッコ内同じ）を占めています。85.0
（ ） 、 （ ） 。2 112.2 112.8パートタイム労働者の７月の所定内労働時間数は 時間 前年 時間 となっています

（ ） パートタイム労働者の月間所定内賃金は、 円（前年 円）となっています。3 100,644 99,687

なお、月間所定内賃金を月間所定内労働時間数で除した１時間あたりの所定内賃金は 円で、897

前年（ 円）に比べて、 ％の増加となっています。884 1.5

本件についてのお問い合わせ先

労政雇用課労働経済係 〔担当〕細谷・渋木

280-5259 2813 2815（直通） （内線） ・


